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「保育園」の倒産・休廃業解散動向（2025 年） 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに

帰属します。  

当レポートはプレスリリース用資料として作成してお

ります。著作権法の範囲内でご利用いただき、私的

利用を超えた複製および転載を固く禁じます。  

「保育園」の倒産・休廃業解散動向（2025 年） 

 

2025 年 3 月の発表は  

2025 年 2 月 28 日（金）午前 9 時  

 

発表日  

本件照会先  

次回調査の公表予定 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2025 年に発生した「保育園」運営事業者の倒産（負債 1000 万円以上、法的整理）は 14 件発

生し、前年（7 件）から倍増となった。また、休廃業や解散は 32 件（前年 24 件）あり、市場から

退出した保育園運営事業者は計 46 件となった。前年（31 件）に比べると 15 件（48.4％）の

増加となり、年間で過去最多となった。 

 

株式会社帝国データバンクは「保育園」運営事業者の倒産動向について調査・分析を行った。  

集計期間：2000 年 1 月 1 日～2025 年 12 月 31 日まで 

集計対象：倒産は負債 1000 万円以上、法的整理によるもの。なお、休廃業・解散とは、倒産（法的整理）を除き、特段の手続きを取

らずに企業活動が停止した状態を確認（休廃業）、もしくは商業登記等で解散（「みなし解散」を除く）を確認した企業  

  

SUMMARY 

2026/02/15  

「保育所不足」から一転、               

「選ばれない園」の淘汰進む          

 

「保育園」の倒産、 
前年から倍増で 
過去最多を更新 
 

飯島 大介 （調査担当）  

帝国データバンク 

東京支社情報統括部  

03-5919-9343（直通）  

情報統括部： tdb_jyoho@mail.tdb.co.jp  
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「保育園」の倒産・休廃業解散動向（2025 年） 

保育園の倒産、前年から倍増 「選ばれない園」の淘汰進む 

 2025 年に発生した「保育園」運営事業者の倒産（負債 1000 万円以上、法的整理）は 14 件発生し、前

年（7 件）から倍増となった。また、休廃業や解散は 32 件（前年 24 件）あり、市場から退出した保育園運営

事業者は計 46 件となった。前年（31 件）に比べると 15 件（48.4％）の増加となり、年間で過去最多となっ

た。「待機児童ゼロ」を目的に、全国で補助金政策による保育施設の整備が進むなか、足元では利用者から

「選ばれる園」と「淘汰される園」の二極化が進んでいる。 

 2019 年以降、政府による幼児教育・保育の無償化に加え、「こども誰でも通園制度」の実施などで保育園

利用のハードルが下がり、共働き世帯の増加も背景に保育ニーズ自体は高水準で推移している。他方で、

都市部では園の乱立により保育士の確保競争や、地方では少子化による定員割れで収益が悪化するケー

スが散発している。9 割近い自治体で待機児童数がゼロになるなど保育施設も充足してきたなかで、保育

の質や立地面で選ばれなくなった保育園の経営が行き詰まるケースが多くみられた。また、補助金の不正受

給や、資金流出などが発覚し、認可取り消しなどの行政処分を受ける事例も散見された。 

 2024 年度における保育園運営事業者の損益動向をみると、前年度から「増益」となった割合は 54.9％

を占め、2015 年度以来、9 年ぶりに半数を超えた。2024 年度から、保育園の運営費（公定価格）のうち

大部分を占める人件費が過去最大規模で引き上げられ、保育園の人件費負担が大幅に改善した。また、4

〜5 歳児を中心に保育士の配置基準が改定されたことで、基準以上の人員を既に確保していた園では新た

な加算措置が適用され、運営収入が増加したことも利益を大きく押し上げた。定員割れが続いた園でも、一

時預かりや病児保育などの新規収益源の確保や、調理室や事務部門などを高齢者デイサービスと一体化し

固定費を削減する複合型福祉事業で利益を確保するケースがみられた。他方で、「減益」となった事業者は

21.3％にのぼるほか、「赤字」も 23.8％を占め、赤字・減益を合わせた「業績悪化」の割合は 45.1％と、

厳しい経営環境に直面している事業者も 4 割超を占めた。保育士の確保が難しい事業者では受け入れ定

員の縮小を余儀なくされたほか、0〜2 歳児を中心に定員充足率が低い園で人件費の固定費負担が重くの

しかかった事業者もみられた 

 2026 年は、保育士の配置基準や処遇の改善など政策面で「量」重視から「質」重視へのシフトが鮮明で、

経営改善やサービスの質確保に意欲的な保育園にとっては強い追い風となる。他方で、保育施設の余剰感

が強まる地域を中心に、不採算園などの淘汰も同時に進むと予想され、保育サービス業界全体で調整局面

が本格化する 1 年になるとみられる。 

「保育園」の倒産・休廃業解散動向と背景  

 

 

 

「保育園」の倒産・休廃業解散 推移 「保育園」の損益動向 
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[注] 「倒産」：負債1000万円以上の法的整理
[対象] 児童福祉事業のうち、「保育所」「託児所」の運営を行う企業

休廃業解散（件）

「保育園」
倒産、休廃業解散 54.9%
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[注] 損益動向は当期純損益に基づく

（年度、4-3月）

「増益」の
保育園運営

「赤字」

14件― 倒産

46件

32件― 休廃業解散

倒産

「減益」


